
基調講演「多様化する学生とこれからの大学
教育」～コロナ禍を経ての課題と可能性～

濱名　　篤

濱名：皆様、おはようございます。ご紹介いた
だきました濱名です。諸課題に対して真面目に
取り組まれる創価大学にお招きいただきまし
て、身の引き締まる思いです。殆ど忘れかけて
おりましたが、昨年の外部評価の際に、舌鋒鋭
く鈴木先生（現学長）にご指摘したことを思い
出しました。このフォーラムには以前にもお招
きいただいたことがあり、その際、「フォーラ
ムの延べ合計参加数については実績があるよう
ですが、参加率を上げた方がいいですね」とい
うようなことを申し上げたのをはっきりと思い
出しました。今年も外部評価を行わせていただ
きましたが、指摘したことに対して、着実に改
善される実行⼒というのは、本当に敬服すると
ころでございます。やはり真面目な大学である
と思います。

1 ．大学教育の変化の背景

先程、鈴木学長からもお話がありましたよう
に、大学教育の変化、今は、高等教育の大転換
期であるといってもよいと思います。創価大学
もやや受験生獲得の壁が見えてきたようなとこ
ろがありますけれども、私共はより状況は厳し
く、手を拱いてしまう学部もあります。入学者
獲得の困難化というのが大転換点になってお
り、関西圏は入学金を無料にするというような
ケースも出ています。とりわけ厳しいのは女⼦

大で、形振り構わない状態になってきていま
す。そうなりますと、入試の選抜機能は著しく
低下し、今年についても私共はかなり心配して
います。高校は強気になって、生徒により高い
偏差値の大学を目指すことを促すというように
なってきています。
他方、先ほどの形振り構わないような、ある

意味で価格競争─ダンピングが進む背景には、
「私学助成補助金」や「就学支援制度」と「定
員充足率」が紐づいている点があります。「就
学支援制度」が、大学教育の「収容定員充足率」
と結びつけられることは、本来、これらは全く
別の話になります。この点は今後、問題が表面
化するであろうと思っています。例えば、機関
要件を満たさない機関において、所属する在学
生が突如、就学支援の対象から外されてしまっ
たらどうするのか。定員が大幅に割れて就学支
援で危なくなる大学に対して、「代わりの奨学
金をどう作りますか」という内容がある実地調
査の雛形質問にありましたが、私は、このよう
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なことを言うのは大学にとって酷であろうと思
いました。要するに、定員が割れた状態の学校
に、就学支援の代わりに自前の奨学金を作って
くださいと伝えるのは、例えば、蛸が自分の足
を食べるようなことを促進するような助言であ
り、そのような言い方はやめようということに
なりました。学生の多様化も、これに伴って不
可避的に進行している。おそらく創価大学でも
質の転換ということが現れてきているのではな
いかと思います。
そのような状況の中で、実はリカレント教
育、リスキリング教育に対する対応が不可避に
なっており、私共の大学でも、教員採用で以前
に面接した某教授が、実は創価大学の通信教育
を受講されていたという例もありました。受講
した当時、通信教育で教鞭をとられた教員の姿
勢が大変前向きであったとも伺い、貴学の学風
に接して、本当にそれはよく分かるような気が
いたします。
さらに、DX化の急速な進展により、学校教
育のあり方と社会からの期待値が大きく変わっ
ている中、GIGAスクール構想も始まりました
が、遠隔教育について何をどこまで取り入れる
のかということについても、まだ最適解は議論
されている途中かと思います。私が執行役員を
務めている大学教育学会でも、やはり同じよう
な状態で、今年も課題研究集会という場で登壇
する予定ですが、なかなか最適解を出すのは難
しいという感じがいたします。先日、国立情報
学研究所の所長のお話しを伺った際に、遠隔授
業のオンデマンドについては、その聞き方も 2
倍速で聞く方がいる一方で、繰り返し何回も見
る方もいて、学生の受け方も変わってきている
とのことでした。しかし、AI、DX対応人材へ
の要求は、鈴木学長からもお話がありましたよ
うに、必要条件になっていると思います。貴学
は全学体制を整えておられるので、教えていた
だきたいと思っています。ただ私共の大学は、
FDと呼ばず、プロフェッショナルディべロッ
プメント、「PD」として年に 3回、丸 5日間行

っています。 8月に丸 2日間、 9月に丸 1日、
2月に丸 2日間としています。今年の PDにお
いて私が申し上げたのは、我々自身が発想の転
換をしなくてはならない。「対面で共同するこ
とが大事なのだ」という固定概念を捨てよう。
それが当たり前であるというところから考えて
いると、おそらく新しいイノベーションや状況
転換に対応できないのではないか。知識伝達
型・教授型の教育を対面でやる、というような
ことのみではもう済まないと。そのような転換
点に確実にきているかと思います。しかしなが
ら、現状を言いますと、学会でリスキリングと
いうテーマでワークショップ等を開催しても参
加者が少ない状況です。通信教育の重要性等も
認識して欲しいという思いはありますが、その
ような認識が薄い大学関係者が多いのは事実で
す。
それに対して外圧も高まっており、教育未来

創造会議の 1次提言で、「未来を支える人材を
育むための大学の機能強化」が出されました。
成長分野の話の中で、理系人材50％を目指すと
なっています。現在は高専まで入れると26％
で、大学教育のみでは35％ですが、これを50％
にする、というのです。一昨日、文部科学省の
方と話をした際に、50％達成というのは難しい
のではないか。例えば35％を母数にしたら15
％、15ポイントの定員を増やす、すなわち現在
の専任教員の 5割近くを増やすということにな
る。例えば国立大学や現在も理工系の学位分野
を持っていれば、届け出を行うことで可能にな
るかとは思います。しかし、総合大学の場合、
一定数は可能かもしれませんが、圧倒的に文系

6



型の大学が多い状態の中では設置認可するしか
ないということになります。設置認可で15％の
増を行うためには、どれだけの専任教員を探せ
ばよいのか。或いは民間から人材を獲得すれば
よいかといえば、簡単には出来ない状況があり
ます。なぜなら、設置認可で審査を行うのは伝
統的な大学の教員であり、学位を取得している
教員は、民間の方を高く評価しない傾向があり
ます。それでは届出改組で出来るかどうかとい
うことですが、組織の 5割の方々がフォローア
ップを担当しないと足りないという実態があり
ます。さらに、どの分野なのか、DX等、もう
少し明確にしないと絞れない。しかし、その分
野に絞った場合、非常に現実的には難しい面が
あります。ですから、実はかなり、無いものね
だりをしている状態といえます。文理融合とい
っても、昨年のSPARK審査結果をみていると、
やはり本音は「理系」のようです。DXは「文
系」なのですが、このような状態であるかと思
います。
2点目の「新たな時代に対応する学びの支援

の強化」における「奨学金返済は出世払い」、
「博士課程の充実」は良いと思いますが、 3点
目の「学び直しを促進するための環境整備」の
「学び直し成果の適切な評価」、これは実はなか
なか難しい面があります。私も研究テーマで
「社会人の学び直し」を扱っていますが、伝統
的な大学の大学院に社会人学生はやはり入って
来ない。全体的にみてもあまり増えていないで
すね。ビジネススクールが最も成功していると
思いますが、そこでは非伝統型の大学のビジネ
ススクールが成功していて、その 9割方が厚生
労働省の「教育訓練給付金」の対象講座に指定
されています。そこで学ばれているのは企業派
遣の方ではありません。企業派遣ですと、業務
として学べば残業手当も発生し、働き方改革に
逆行するので、これは現実的ではないというこ
とになります。例えば、社命で仕事をしながら
夜間に創価大学の大学院で学ぶといった場合、
勤務になることから、オーバーワークになりま

す。つまり、大学院に専念でもさせないかぎり
は難しいということになります。そのようなこ
とを企業がどこまで許容し、評価するかについ
ては、大きな課題があると思います。「出口質
保証」といわれますが、それについては課題が
あります。Wメジャー、メジャー・マイナー制、
つまり、専⾨性に固着したような人材育成が問
題だという認識があります。S/T（Student/
Teacher）比について、私は長年 S/T比が私
学助成の指標として反映されないのは問題では
ないかと訴えてきましたが、今回の第 1次提言
で論及がありました。先程の成長分野につい
て、理系は現在35%程度ですが、どこまで増
やして行けるか、非常に大きな転換点の様相に
なっております。
もう一つが、設置基準の改正による規制緩和

であると思います。私は今、科学研究費で「設
置基準の審査」をプロジェクトとして出稿しお
りますが、その内容に文部科学省の方々が非常
に関心を示しておられます。かつて1970年代に
東大出版会から『大学設置基準の研究』という
書籍が出版され、天城勲先生、慶伊富長先生が
体系的にまとめられていますが、その大著以
降、「設置基準」についての包括的な研究は日
本には無い状況です。設置基準が大綱化された
際にも、様々改正にネガティブな内容の論文が
一時的にいくつか発表されましたが、その後は
出ていないようです。規制緩和は「正しいこと
だ」と改正についての文面で言っております
が、改定水準にはかなりの問題があるというこ
とも明確になっております。しかし改正の中
で、総論としてはその通りで、 3つのポリシー
に基づいた内部質保証、これは全く指摘しよう
がない点です。「教育研究実施組織」という概
念が新たに出てきました。「教職協働」といっ
ているだけでは足らず、組織の名称を挙げて、
新しい組織を作らなくてはならないのかという
質問に対して、文部科学省の答弁としては、す
ぐに新しい組織を作ってくださいといっている
のではないが、教員が教育研究を行い、職員が
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それをサポートする、そのようなことだけでは
済まなくなってきている、ということが明確な
方向性として出てきています。このように一体
的である必要があり、そうした時代であること
は間違いないということです。組織図を書いた
際に、大学の組織図は一般的な組織論からする
と理解しづらいと思います。左側に教員の組織
があり、右側に事務職員の組織があって、それ
がどのように繋がっているのかについて、組織
図を見ても分かりにくいと、民間企業から来た
人からよく質問をされます。それらをどのよう
に融合させるのか、ということが重要になって
きています。
もう一つは基幹教員制度ですが、これは「諸
刃の刃」になるかもしれません。先ほども述べ
ましたように、基幹教員制度があることによっ
て、理工系50%も達成可能というのは理想論
であるかと思います。ただ、この制度はまだこ
れからですので、鈴木学長とお話ししていたの
は、このやり方をうまく使う大学が、その後の
イノベーションに成功できるであろうというこ
とです。しかし、専任教員を減らせるという考
えのみでいますと、教育の質は低下しかねませ
ん。指導補助者については、「TA等の学生に
授業の一部を担当させる」とあります。アクテ
ィブ・ラーニング等を促進してゆくために、そ
のような方法も視野に入っていることが資料の
面でも伺えるかと思います。
単位の問題については、カオス状態になるこ
とを恐れています。実は最近、看護系の学会の
特別講演でお話した際も、皆様ご存じなかった
のですが、各大学で、「 1単位を何時間で取得

出来るか」を決めることが出来るように規制緩
和されました。ところが厚生労働省の国家資格
の指定規則では、単位を取得するのに何時間必
要と規定していたのを、数年前に文部科学省と
調整してようやく単位制になっていたところ
を、各大学で個々に時間を決めることが可能に
なると、またカオス状態になってしまう恐れが
あります。教員養成等、国家資格連動型などの
専⾨職養成のところで、そのような問題が起き
ますねという話をした際、文部科学省の担当者
は「それはご指摘の通りで、これから検討しま
す」と答弁されていました。その後、10月 1 日
に施行されましたが、来年の 4月以降にワーキ
ンググループが作られて進めていかなくてはな
らない、という状況になっています。校地校舎
についても創価大学のような広大なキャンパス
をお持ちの大学にとっても、おそらく今後はス
マートキャンパスといわれるように、必ず学生
が来なくてはならないという状態ではなくなる
話も出てくるかと思います。
このような先導的な取り組みと大学をどのよ

うに審査するのかということを伺うと、文部科
学省の方でもこれから検討されるようで、又、
いつまでに検討出来るかも不明とのことで、ま
だ不安定な状況を踏まえた形でのスタートであ
ったように思います。ちなみに、世界に目を転
じたときに、世界の高等教育では規制緩和の方
向へ向かっているかというと、私は必ずしもそ
うではないと思っております。発展途上国はこ
れからレギュレーション（規則・規制）を上げ
てくると思います。東南アジアでは既に上げて
います。我が国の場合、産業政策と高等教育の
政策と移民政策がそれぞれ別々に行われてしま
っており、それによる弊害もあり、18歳人口が
減少して対策を拱いているという状況です。と
ころが最近伺った話ですが、イギリスでは国公
立セクターを中心に大学の設定審査にあたって
いましたが、移民が増えたことによって18歳人
口が拡大し、大学が足りなくなったことから、
イギリスにおいては数少ない私立大学を増やす
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という事態になっているそうです。その数が驚
くべきもので、今、構想されているのが130校
とのことです。私の友人のオックスフォード大
学のロジャー・グッドマン教授は、このことを
指して、日本の高度経済成長期の「駅弁大学」
が出来るようなものだと例えていました。その
ような状態になっているわけです。よって、規
制緩和をして生存競争をしようという話にはな
らないようです。ですから、規制緩和をすると
自由競争になって質が担保されるという仮説は
本当に妥当するのかどうかを、私は多面的に検
証していきたいと思っております。
次に、日本の大学教育の教育改革の進捗状況
がどうなっているのかを見ていただきますと、
学修成果を把握している大学は約 6割、PDCA
サイクルの確立に取り組んでいる大学も約 6
割、教員の業績評価・顕彰を実施している大学
が約 7割、その他の項目はまだ 5割程度で、教
員相互の授業参観を実施している大学が約 5割
という状況です。教学マネジメントが叫ばれて
おり、質保証という言葉が言われていますが、
何をもって質保証とするのか、内部質保証シス
テムの確立自体がこのような状態であり、どう
すればよいのか。それを前提とした規制緩和で
本当にやっていけるのかどうか。IRを使った
話をしますが、IRを担当する部署を設置して
いる大学はまだ半数に満たないという状態で
す。
こうした状況の中で、外圧がかかってきてい
ることと同時並行して、学内外において多様化
が進行しているのではないかと思います。「学
内外で進行する多様化」について、資料のA

「高度化する社会からの要請の変化」の箇所は
先程からお話ししてきたことですので、B「学
内で進行しつつある学生の多様化」について、
学内でどのような多様化が進行しているのか、
ということを考えてみたいと思います。目的意
識も多様化しています。私も学長に就任して18
年になりますが、授業担当はやめないというポ
リシーを持って、現在も担当しています。これ
まで授業で同じような調査をしていますが、将
来就きたい職業について、はっきりしない学生
が急速に増えています。学習目標もはっきりし
ない、学習習慣も当然多様化しており、この 3
年間、学校教育が遠隔型で進んだことで、何が
起こっているのかを我々自身が正確に把握出来
ていない状況です。その他の学⼒、コミュニケ
ーション⼒と共に、心身の健康度も非常に多様
化して、保護者もまた多様化しています。規範
意識・モラルや価値観も多様化している中で、
実は大学をひとつの「単位」としてだけでもの
をみるだけで充分なのか。大学という単位だけ
では状況を把握出来なくなっていると思いま
す。大学ひとくくりはもとより、同じ学部の中、
又、同じ学科の中でも多様化しいます。その影
響の仕方が疎らであるため、状況の把握が難し
くなっています。
今の課題は「多様化と質保証をどのように両

立していくか」いうことで、多様化している状
況はあるが、入学した学生の適応を促進するし
かない。そのためには学生の成長を可視化する
必要があります。誰に対して可視化をするかと
いうと、まず社会に対してということになりま
す。さらに教職員である我々が現状認識するた
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めの可視化と、学生たち自身に「あなたは成長
していますよね」という可視化です。つまり可
視化は誰のために何を可視化するのかというこ
とを考える必要があり、一次元ではないという
ことです。

2 ．学生パネルデータを活用した認識の共有

私共の大学は、IRについては日本で最も進
んでいると自負しております。何が進んでいる
のかといいますと、殆どのデータが学生のパネ
ルデータ、すなわち個人を特定したデータにな
っており、入学時から卒業までを通して繋いで
います。無記名のデータは学生生活実態調査の
みで、それ以外はことごとくパネルで繋いでい
ます。それは何故かといいますと、教育改善、
学習、学生支援のために行っております。それ
と教育プログラムの効果検証のためには、平均
だけでは不可であり、誰がどのように変化した
かについて、分散も見る必要があります。現状
として、パネルデータの蓄積の強みを活かせて
いるかの分析については、まだ課題はあります
が、一番有効な点は、教職員にとってこのパネ
ルデータは活かせるということです。何故な
ら、直感や平均値では、大学人は決してそれを
真に受けず、さらにエビデンスの提示を求める
故かと思います。そうしますと、直感値が本当
にそうなのか、本当に問題なのかということを
フェアな形で、反論可能性がある状態で、議論
するのが一番妥当であると考えています。
私のバックグラウンドは社会学ですが、社会
学の研究の中では、パネル分析が有効であると

言われていますので、このようなパネルデータ
を使用しています。本学のラーニングアウトカ
ムズを測定するための、DPを検証するための
メインデータです。到達確認試験とは、 2年次
の終了段階で卒業研究に進むための専⾨基礎知
識が修得出来ているかどうかを測る試験です。
修得出来ていない場合は、 3年次の間に追いつ
いてもらうようにしています。学修行動調査、
これは質知的な内容の間接評価で、学生たちが
様々な⼒を修得できたかどうかというようなこ
とについてもパネルデータで掌握しています。

3 ． コロナ禍における 1 年生（2020年度入
学）と例年の 1 年生（2019年度入学）
の相違点

学生調査から捉えるコロナ禍の学生について
のお話になりますが、私たちが行ったことは、
授業形態を、前期の遠隔授業主から、後期の対
面授業主に 2年連続で切り替えました。このこ
とについて、私の友人は“壮大な社会実験”を
行っていると言ってもいいと話していました。
確かに巻き込まれていたと言えるかと思いま
す。入口や出口にどのような影響が出てきて、
教育への影響がどのように出ているのかについ
て、本学のパネルデータで分析しようというこ
とになりました。資料より、 1年生について、
2019年度のコロナ前に比べると、2020年度は状
況が悪化したことは言うまでもありません。講
義形式ではどうかといった場合、対面と遠隔で
いいますと、グループ活動を行う場合、対面授
業の方が効果的であるという結果が出ました。
青とオレンジの箇所が肯定的な評価です。よっ
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て、総論的には対面の方が良いと先生方は実感
されているかと思います。対人関係とか同期生
関係を見ても、平均でみると対面の方がうまく
いっていると感じているという調査結果が出て
います。これについては、創価大学も恐らく同
じであるかと思います。
これらの分析で我々が最初に気づいた点は、
総論的にパネルデータを使わずにわかる点でい
いますと、友人関係構築のために最も重要な 1
年前期に対面の機会がないため、友人関係やコ
ミュニケーションに課題があり、大学での学習
環境に不慣れ感が残っていて、課外活動も不活
発になり、行事に対するコミットメントも中々
戻らないのではないかという点です。学科や学
年でもばらつきがあり、それが後遺症として現
在の 3年生以下に残っているというのは、ほぼ
全国的な傾向であると推測しています。

4 ．コロナ禍から見えてきた“内なる多様化”

ここから先の話しは、私が最近言及している
「内なる多様化」になります。内なる多様化と
は、自身の大学の中で起っている多様化の状況
です。例えば関西国際大学では現在どのような

ことが起こっているのかということを改めて確
認しました。このように 4つの成績群に分類す
るとどうなるかといいますと、2020年度の成績
で、春期から秋期になり授業形態が変わって
も、好成績をそのまま維持するグループと、春
から秋になった際に成績が上がるグループと下
がるグループ、そして低空飛行のままのグルー
プの 4グループに分けることができます。分析
を行った学生のうち、好成績維持群が一番多
く、二番目に多いのは低成績が持続するグルー
プでした。その次に、成績上昇と成績下降が同
程度であったことから、平均でみますと対面授
業の方が良いと言えるかと思います。ところ
が、成績が上がる群だけではなく下がる群もい
るということで、何を指標にして現状分析する
かが重要になるかと思います。
内なる多様化について、次のような質的な質

問をしました。「専⾨知識やスキルの習得がう
まくいっていますか」「大学での友達づくりな
どの人間関係がうまくいっていますか」「将来
についての目標の明確化が出来ていますか」と
いう質問です。これらについて、私は「主観的
適応」という名前を付けました。この主観的適
応について質問した際、 3つともよくできたと
答えた学生が圧倒的に多かったのです。一方
で、全学生の 1％程度の学生が、どれもこれも
うまくいかなかったと回答しました。これを主
観的不適応と呼んでいます。これに注目しまし
た。それでは、うまく出来なかった人たちとは、
どのような人たちであるかといいますと、成績
とはあまり関係ないように見受けられました。
右側のグラフは、入学時における日本語の運用
⼒テストですが、それにおいても、基礎学⼒と
は関係がないようです。どうやら「学⼒に問題
があるからうまくいっていない」というような
通常時に考えるスキームでものを見てはいけな
いのではないかという判断に至りました。適応
持続群、不適応持続群、そして、上昇群と下降
群がいますが、私が最初に考えたのは、上昇群
の人達はどのようなことを行ったら、当初躓い
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てしまった状態から上昇出来るのかという点で
す。これを分析しようとして、評価センターに
分析を依頼したのですが、上昇群と下降群が五
分五分で、それなりの人数がいることを考えま
すと、おそらく万能ワクチンは無いのではない
か、つまり、本学が蓄積してきた可変データで
物を見ないと分からないのではないか、と思い
至ったわけです。
ここからは「まったくできなかった」という
箇所に注目していただくと分かりますが、先ほ
どと同じで赤が「よく取り組めなかった」との
回答なのですが、意欲・積極性について、授業
外での課題、グループワーク、教員とのやり取
り等、全てにおいて、この不適応群は「よく取
り組めなかった」と回答しています。一方で、
適応群はポジティブな回答をしています。よっ
て、そのような主観的な適応は大変重要である
と私は考えました。さらに、スタディスキルズ
の修得実感を見ますと、「あまり修得できなか
った」が赤で、グレーが「まったく修得できな
かった」という回答になっていますが、出来な
かった群、つまり、主観的不適応の人たちは、
ノートの取り方、プレゼン、レポートの書き方、
あるいは、情報技術、情報リテラシー、コミュ
ニケーションスキル、全てにおいて悪い評価に
なっていました。これは大きな問題であると思
いまして、該当者については退学の恐れがある
のではないかという懸念をもちました。そし
て、やはり他のデータを見ましたら、まったく
できなかった層（主観的不適応層）は、授業外
の学習時間も減っていました。
さらに右側のグラフを見ていただきますと、

課題やレポートについて感じたことへの回答が
あります。青がまったくできなかった層、オレ
ンジがよくできた層ですが、よくできた層で
も、レポートの時期が集中する、レポートの量
が多かったことに対するネガティブな感情や不
満を持っており、それに続いて、成績評価に占
めるレポート課題の比重が高い、対面で評価し
て欲しかったなど、評価に対するネガティブな
感情もあったことが確認できました。さらに次
の問いで、不安に感じること、困っていること
を問うと、ほとんどの項目で多いことが確認出
来ました。大抵は学習内容の難しさ、学習の量
と学習の自己管理位までなのですが、その下の
教員とのコミュニケーション、他の学生とのコ
ミュニケーション、ICTスキル、表現できな
い不安に至るまで多い結果となり、かなり追い
込まれていると感じました。
このような結果を受けて我々が感じた点は、

とりわけ 1年生の課題が重要であり、知識の修
得よりも、まずはスキルの修得をさせる必要が
あることに気が付きました。ICTスキルを活
用できる状態にしないことには益々遅れてしま
うと感じました。ところが、初年次教育につい
ては創価大学と同様に、本学においても⼒を入
れて来ましたので、一定の成果はあると思って
いたのですが、不適応持続群や下降群が何に躓
いてきたのかというと、人間関係の構築、目的
や動機づけ、スキル修得、学習習慣の未確立、
学習の面白さ、わくわく感の熟成不足、生活リ
ズムの不調など、であったことが分かりまし
た。そのため、初年次セミナーを遠隔で行うの
ではなく、その内容についても、対人関係やコ
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ミュニケーション能⼒をしっかり身につけさせ
ることが大事であるとこの段階では思いまし
た。
今年になり、主観的不適応群が 1年後にどう
なったのかということを評価センターに確認し
ました。これが今年の PDのプログラムのひと
つでもあったわけですが、高群と中群と低群に
ついて、低群は元々多くないこともあり一定数
卒業していましたので、高群とやや低群（まっ
たくできなかっただけでなく、あまり出来なか
った人まで含む）をクローズアップしてみまし
た。そうしますと、看護学科や教育福祉学科や
経営学科のような具体的な目的設定がある学科
は比較的適応度が高く、それに対して非目的養
成系の学科は、やや低い方に偏りが多いという
ことがわかりました。
さらに、学年ごとにみていきますと、 2年と
4年に低群が多くて、やや低群は1,2年に多い
ようでしたが、学年差が決定的にあったという
ことでもありませんでした。留学生について
は、低群では10%未満であるものの、やや低
群では15%になりましたので、注意する必要
があると認識致しました。
成績・学習面でうまくいっていたのかという
点に遡って考えますと、やはり低群では、やや
低群まで入れても、成績はやや下位で、否定的
回答が多いという傾向が表れていました。累積
GPAで見ますと、1.5未満がオレンジですが、
本学の場合は2.0を下回ると様々な履修上の制
約がかかります。1.5未満の場合は 4年生にな
れない、教育実習に行くには2.0未満の場合は
不可であるということになっています。2.0以

上は人並、2.0以下はやや問題あり、1.5未満は
卒業が黄色信号になります。これをみていきま
すと、高群にも成績の悪い者がおり、低群にも
成績の良い者がいます。つまり、よく考えてみ
ますと、主観的な適応と客観的な成績はイコー
ルではない、ということが分かります。もちろ
ん相関はあるかと思います。すなわち、主観的
不適応とは何かといいますと、大学生活に上手
くいっていないという感覚をもっている不安層
といってもよいかと思います。現在の学びや学
生生活に満足していない、うまくいってないと
いう感覚を持っている人です。よって、成績が
良い群の中にもそのような人がいます。それが
1つの知見でございました。対人関係を見てみ
ますと、やはり否定的回答が低群に多く、対人
関係、生活全般において、主観的にはうまくい
っていないという回答でしたが、高群の中にも
やはりそのような人がいます。このようにマイ
ンドと状況によって学生たちの反応にばらつき
が出て安定しない状態にあります。
次のデータは、私が評価センターに一番強く

調査を依頼したことなのですが、低群、及びや
や低群だった人が今年、或いは年度末にどのよ
うに変化したかという点です。結果として、あ
まり退学した人はおりませんでした。低群のう
ち卒業したのは 7人で、その内 6人がきちんと
した進路に進んでいたのです。企業就職をした
人、福祉系就職をした人、大学院に進学した人
がいた一方で、就職意思なしという人も 1人お
りました。ところがGPAを見てみますと、低
くはありませんでした。GPA3.5以上が 3人も
いるという驚きの結果でした。確かに低群の中
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で卒業出来なかった人が 3割（ 3人）いました
が、 7割は卒業しているということになります
ので、全員が悪い結果になったのではないこと
が分かりました。主観的な適応不適応と、成績
に現れる適応不適応は、相関はあるけれどもイ
コールではないということです。そのようなこ
とが分かってきました。
そこで、昨年度の 1年生から 3年生について
も追跡をしてみますと、昨年度 1年～ 3年の時
の状態で、高群、中群、やや低群、低群の人が
その後どのようになっているのかということに
ついてですが、今年になり、高群はやはり多く
の人がそのまま在籍していましたが、低群も皆
在席していました。この理由について、教員が
個別に対応してくれたことが関係していると解
釈しております。PDにおいても低群は危ない
と伝えていましたので、先生方が対応してくれ
ていました。一方で、低群の少し上のやや低群
で、休学・除籍・退学が多く出ました。このこ
とから、教員が注意喚起して対応をしていれ
ば、ドロップアウトを防げることが多いと思い
ました。又、高群であった学生でもやはり退学
や休学をするケースもあります。やや低群の中
で退学する人はGPAが低いことから、客観的

な条件と主観的な不適応が重なるとリスクが高
くなるということも分かりました。
そして、さらに評価センターに分析を依頼し

ました。主観的不適応から脱却している学生に
ついて、その要因は何かということを考えます
と、やや低群であっても不適応回答が 3割程度
にとどまっており、低群でも成績の良い学生、
4年で卒業し就職している学生が多数いるとい
うことから、結局、主観的不適応層は、ニアリ
ーイコール（ほとんど等しい）不満足層である
ことが伺えるかと思います。それでは何故幸い
にもドロップアウトに直結しなかったのか。不
適応から適応に変わった学生がいるとしたら、
「何が」あったのか。実は、彼らが書いている
ポートフォリオの中に重要なキーワードがあり
ました。
どのような分析を行ったかといいますと、評

価センターの分析は、低群及びやや低群の内、
21年秋並びに22年春の適応調査結果から、「学
習面でうまくいっている肯定的回答者」を抽出
して、その学生達のポートフォリオの記述を徹
底的に分析しました。キーワードを集計して特
徴をみる、という作業を行いました。上記と同
じ調査結果から「学習面でうまくいっている否
定回答者」を調査して、どのような結果が出た
かといいますと、不適応なままの学生の中で共
通して見られたのは、対面授業が始まったとき
に、単位を落とした、先生から評価されない、
課題・提出物が多い、出席率が悪化した、不安、
難しい等、授業に対する記述が多く、それ以外
に自分の能⼒についての記述、友人や経験のこ
とも出てくるのですが、一番多いのは、やはり
授業でうまくいってないという実感や、そのよ
うな経験をポートフォリオに書いている学生が
なかなか上昇していないという状況が見受けら
れました。
それでは、不適応から適応群になったとい

う、うまくいった学生はどういう状況であった
のか。一番多いのは、経験に関するもので、
「SL」はサービス・ラーニング、「IS」はイン

14



ターンシップ、「GS」はグローバル・スタディ、
海外留学です。実習、ビブリオバトル、アルバ
イトも含めて18件ありました。学びに関するも
のは14件ありました。このような経験や学びが
きっかけとなって、適応に転じているようで
す。それ以外としては、目標が定まった、防災
士等もあります。ちなみに、関西国際大学では
全学で「防災士」の資格が取得できる体制をと
っており、関西の大学の中で一番多く排出して
おります。さらに、大項目の中に「努⼒」に関
する内容もあります。赤字は大学がお膳立てし
た教育活動です。反対に大学がお膳立てしなか
ったものが黒字です。いずれにしましても、そ
のようなことがきっかけで適応に戻ってきてい
る学生がおり、重要な要素になっています。
以上より、不適応学生のパネル分析からの知
見とは何かといいますと、不適応群である、専
⾨知識・スキルの習得、人間関係、将来目標の
明確化ができなかった、あるいはできないと感
じている学生は、結局どこのタイプにも少しず
ついます。その中で適応に転じた学生というの
は、経験学習や大学の制度を利用して目標を持
ち、努⼒するなどしてうまくいっているようで
す。アルバイトも学びになっていることと思い
ます。他方、不適応が連続している学生は、大
学での学びというよりも授業経験のみに留まっ
ていて、その不安や困難が壁となり成長の実感
を得られてないことが伺えました。そこで、
我々が今問われているのは、科目担当者やアド
バイザーとして何ができるのかという点で、多
様化している学生を理解して実践の仕掛けをど
う提供してあげるか。或いは、リフレクション、

振り返りの深堀をどうするか。或いは、声の掛
け方によって自信がつく、というような点は重
要になるかと思います。
コロナ禍での課題に大学としてどう対処して

いくかということについては、コロナ禍の影響
は多様で、コミュニケーションに関する適応が
最大の問題になります。本学では、経験学習プ
ログラムと能動的な振り返りを、繰り返し実施
しました。又、授業の中での双方向性、或いは
経験学習について、行動が制約されている中で
も、海外の提携校の学生と遠隔でプログラムを
実施することで代替的な措置がとれたこと、
ICTでついていけない学生もいるので、今年
度も実施しましたが、ファーストセメスターの
半期15週で行っていた内容を、前半の 8週で全
て行いました。これについては、今後分析結果
を聞くことになっています。そのようなことを
始めています。
ウィズコロナでの可能性について考えてみた

ときに、コロナ禍では皆萎縮してしまうのです
が、コロナ禍で我々が考えて最初に気づいた点
は、経験学習にとって、学生が一番重要な条件
は何かというと、「他人ごとではない」という
ことでした。「レリバンス（関連性））を感じれ
るかどうかになります。そうしますと「コロナ
禍というのは、皆当事者ですね」という結論に
至りました。そこで、経験学習の題材としてコ
ロナ経験をそのまま使おうと考えて、学長自ら
それを始めたというのが最初のきっかけでし
た。これが 1点目です。
2点目は、同期型、非同期型の活用をどうす

るのかということで、これはまさに戦略的なマ
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ネジメントであると思います。私どもの大学と
創価大学の実施方法は異なるかと思いますが、
社会人の学びなおしの環境整備をしている大学
に伺いましたけれども、ケース・メソッドを多
用するので、対面がベースであるとのことでし
た。対面がベースですので、評価の仕方も授業
中の発言の回数や量の姿勢を見る等、そのよう
なやり方をしているので、やはり様々なマネジ
メントの仕方があるようです。他方、大手の国
立大学の中には、知識・データ型の授業はオン
デマンドの方が良いとしているようです。オン
デマンドですと1.5倍速や 2倍速で視聴出来る
ので、時間の節約になるとのことでした。私の
場合、テレビの1.5倍速にしても時々ついてい
けなくなり元の速さに戻してしまいますが、最
近の学生は割と1.5倍速の速さで普通に見てい
て、さらには 2倍速で見ているというような研
究結果もあるようです。そのような状況になり
ますと、マネジメントは我々の腕次第で、カリ
キュラムが過密な某学部などは、オンデマンド
の知識ベース型の授業をとり入れると違うかど
うか、負担が減るかもしれませんが、どのよう
なリアクションがあるかは不明です。経験学習
には敵いませんが、海外に行けないので海外留
学をやめてしまうとか、低コストで遠隔学習を
実施し、事後指導で効果をあげる等の方法もあ
るかと思います。或いは設置基準の改正につい
ては、学修成果が「単位」イコール「時間」準
拠ではなくなっていく可能性があります。よっ
て、90分授業を15週出席しなくてもよくなるか
もしれません。その点をどのように転換するか
という課題が出てきます。ですから、学習目標

の設定と、学修成果の測定・評価の重要性が一
層増すであろうと考えております。
こちらのスライドは、私共の大学で行ったコ

ロナを題材にした海外・国内の遠隔の形でのプ
ログラムの様々な実践例です。本学は大学間の
連携においてリソースが豊富ではありませんで
した。今年は文部科学省の令和 4年度大学教育
再生戦略推進費「大学の世界展開⼒強化事業」
に採択していただきました。対象はインド・太
平洋です。インドの大学との交流経験はなかっ
たため、大学間連携で国内プラットフォームを
作ることを考え、一般社団法人学修評価・教育
開発協議会という地域を超えた大学間連携から
パートナー校に声をかけました。又、防災教育、
安全安心教育に⼒を入れていることから、海外
の大学とは「安全・安心のコンセプト」で連携
しています。世界の不安定要素が増せば増すほ
ど、安全安心に対する関心は経験学習のテーマ
として大変受け入れられやすくなっておりま
す。このようにして、資源不足を補完して、遠
隔教育も活用しながら取り組んでいきますと
様々な気づきのチャンスを増やすことができる
と考えています。

5 ．大学教育の転換に向けて

最後に、大学教育の転換に向けて何を考えれ
ば良いのかについて話が移りますが、大学が取
り組むべき今後の課題とは何かについて、 1つ
目に、学生、特に初年次生と大学をつなげるた
めの工夫をする。協働関係や信頼関係を構築さ
せるための機会や仕組みをどのように作ってい

16



くか。創価大学はこの分野では先進的な大学の
1つであると思いますが、その上で、今後の状
況変化に対してどのように改善していくのかと
いう点があります。
2つ目は、コロナ禍における大学教育の方法

について内なる多様化に応じた対策を検討す
る。協働場面をどのように入れるかということ
になります。私は自身の授業で、やはりベーシ
ックな使い方としては、チャットを使用してい
ます。チャットでクラス内の市場調査をしなが
ら授業を行っているともいえます。コロナ前の
授業では、自発を促す工夫をして 6～ 7割の学
生が一度は手を挙げてくれていました。ところ
がコロナ禍になり、それができなくなってしま
ったので、授業を聞いているかどうかは、チャ
ットの返信の内容で判断することを伝えると、
皆返信をしてくれます。このことにより、今ま
でよりもリアルタイムで学生の反応を見れるよ
うになったような気がしています。そのような
協働場面は、先生方の⼒量によっていろいろな
方法があるかと思います。しかしながら、我々
としてはパネルデータで上昇群に有効であった
施策を蓄積していく、或いは下降群の原因究明
と対策を立てていくということを遂行すること
が一番であると思っています。
3つ目に、学生サポートの持続的な支援体制

についてですが、とにかくパネルデータで見た
ものの中から、処方箋を何種類か作れるという
ことです。この症状、つまり医者が行っている
ことと、我々が行っていることはそれ程違いが
無いのではないかと思います。小説家・城山三
郎著『今日は再び来らず』の中で、教師は 5つ
の立場でいることが望ましいという有名な言葉
があります。そこには、教師は学者でなければ
いけない、医者でなければいけない、易者でな
ければいけない、芸者でなければいけない、役
者でなければいけない、とあり、 5つの人格が
必要であるという話があったのですが、その中
で、医者の立場とするとそのような処方箋を出
さなければならないということです。「障害者

差別解消法」や「合理的配慮」等が重要になっ
てきますと、重層的な支援体制にしていく必要
があります。
このスライド「ニュー・ノーマルの教育への

転換」はOECDのレポートに基づき、文部科
学省の白井俊さんが作成されたものです、伝統
的な教育から何を変えていかなくてはならない
かについて示されています。教育制度をより広
いエコシステム（生態系）において捉えていま
す。より広い関係者による意思決定をしていか
なくてはならない。或いは、インプット、プロ
セス、アウトカム。とりわけプロセスを重視し
なくてはならない。さらに、生徒の非線形の発
達を前提にした、動的なカリキュラム。そして、
「学習のための評価」「学習としての評価」を含
めた広義の評価をしていかなくてはならない。
能動的な参加者としての生徒、生徒・教師それ
ぞれがエージェンシーとして発揮していかなく
てはならない。以上のようなことが重要になっ
てきており、オンデマンドもどの程度使うのか
ということも重要になっています。
インストラクショナルデザインの中で、ガニ

ェの 9教授事象という概念があるそうです。こ
の中で、とりわけ重要なのは、「独学」では叶
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わないもの、すなわち、教員のアクションが必
要となるものは何かという点で、それは、「フ
ィードバック」と「学習の成果を評価する」の
2点であるそうです。この 2点をより強化して
いくということが重要になります。そのために
は、ポスト・コロナにおける教学マネジメント
として、どのようなことを考えなくてはならな
いかといいますと、 1番目に、学生の背景・特
性・課題に合致した対策であり、 2番目の柱
が、組織としての認識共有の重要性ということ
になります。創価大学もFDの参加数は実績が
ある中で、参加率においても上げた方が望まし
いと昨年私が申し上げたのは、認識の共有が大
事であるという理由からでした。エビデンスベ
ースで、現在、本学の教育がどのような状態に
あって、どこが課題であるのかということを共
有していないと、中々施策を前へ進めることは
出来ません。
教員の教授・学習観の転換が不可欠について
は、先ほど申し上げたようなことが記載されて
います。このような転換期において、ともすれ
ば、何から手を付けてよいのか分からない社会
実験のような中で、我々は教育の責任を負わな
ければならない。そうした中で我々がやるべき
ことは何かということを考えた時、地道に自分
たちの実践についてエビデンスを蓄積して、認
識を共有して、学生たちに適合した形の処方箋
をどう組織的に検討していくかが大事であり、
それこそが、これからの時代の教学マネジメン
トのアウトプットに繋がると思います。教学マ
ネジメントの結果、どのような果実を学生たち
が収穫できるようになっていくのか、というこ
とが我々のミッションではないかと最近改めて
感じております。ということを申し上げて、私
の話を終わります。ご清聴ありがとうございま
した。
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